
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「鳥羽市障がい者福祉計画」は、障害者基本法第 11 条第３項の規定による「市町村障害者計画」として、 

本市における障がい者施策全般にかかる理念や基本的な方針、目標を定めた計画です。 

「鳥羽市障がい福祉計画」は、障害者総合支援法第 88条に基づく「市町村障害福祉計画」として、障がい福祉

サービスの必要量及び必要量確保のための方策等を定める計画です。 

「鳥羽市障がい児福祉計画」は、児童福祉法第 33 条の 20 に基づく「市町村障害児福祉計画」として、障がい

児福祉サービスの必要量及び必要量確保のための方策等を定める計画で、ともに障がい者（児）の地域生活を支援

するための計画です。 

鳥羽市障がい者福祉計画・ 

障がい福祉計画（第７期）・ 

障がい児福祉計画（第３期） 
 （令和６年度～令和８年度）  

概 要 版 

トライ バリアフリー 鳥羽 
～ 一人ひとりが輝き、こころ豊かに安心して暮らせる共生のまちをめざして ～ 



計画策定の趣旨 
国において「障害者総合支援法」等の法律が改正され、障がい福祉を取り巻く状況は大きく変化をして

います。鳥羽市では、市民、障がい当事者、関係団体、事業所等と連携しながら、一人ひとりがこころ豊か

な生活を送ることができるまちを目指しています。障がいのある方が望む地域生活を営むことができるよ

う、障がい者施策の基本的方向性、具体的施策、成果目標並びに福祉サービス見込み量（活動指標）を定

め、障がい福祉サービス等の充実を計画的に進めるため、本計画を策定します。 

 

基本理念 
 

 

 

 

 

障がいのある方が住み慣れたところで誇りを持って、「自分らしく」主体的に、こころ豊かな生活を送る

ことができるよう、社会の様々な分野に積極的に参加できる環境づくりを推進し、「トライ バリアフリー 

鳥羽」を合言葉に、一人ひとりが輝き、こころ豊かに安心して暮らせる共生のまちづくりを進めます。 

 

本計画における課題 
●障がいの有無に関わらず、住民一人ひとりが互いに認め合える社会を目指すことが重要です。 

●各種福祉サービスの充実を引き続き行い、介助者への支援策の検討や医療サービスの充実を進めること

が重要です。 

●放課後等デイサービスや日中活動支援の充実等、障がい児に対する支援体制の強化が重要です。 

●各手帳所持者に合わせた就労支援体制の整備や適切な工賃の確保に向けた取り組み、各々が余暇活動を

行うことができる機会を提供することが重要です。 

●移動支援の充実や全土的なユニバーサルデザインの推進、災害時に迅速に対応できるように手帳所持者

に合わせた支援策を検討することが重要です。 

●相談支援に関する情報発信の充実や相談支援体制を整備することが重要です。 

 

重点的な取り組み 
 

 

 

 

 

  

トライ バリアフリー 鳥羽 
～一人ひとりが輝き、こころ豊かに安心して暮らせる共生のまちをめざして～ 

福祉サービスの充実や地域生活支援拠点等の

整備を行い、情報提供の充実にも努めます。また、

福祉人材の確保・養成を図ることや、保健・医療・

福祉の連携を強化し、医療ニーズや障がい福祉サ

ービスを提供できる体制を構築します。 

地域生活を支援するサービスの量的・質的充実 １ 

市内事業所と連携を図りながら、ニーズに対応

するための仕組みを構築し、途切れのない支援に

つなげます。また、継続的な支援ツールである「ほ

っぷファイル」「すてっぷファイル」を活用し、関

係機関における情報共有と連携を図ります。 

障がい児支援の充実 

 

２ 

関係機関と連携し、情報共有・発信を行い、希

望に即した就労支援を強化するとともに、就労後

のフォロー体制を検討します。また、就業体験や

訓練の機会を創出するために、相談支援等を活用

しながら意向に沿ったサービスへつなげます。 

多様な就労支援の充実 

 

３ 

権利擁護の観点において、意思決定支援・身上

保護を重視した成年後見制度の周知を図り、「鳥

羽市成年後見サポートセンターぬくもり」の充実

を図るとともに「成年後見制度利用促進基本計画

（市町村計画）」について定めます。 

権利擁護のための取り組みの推進 

 

４ 



計画の体系 
 

基本目標 施策の方向性 施策の内容 

互いに人格と 

個性を尊重し、

支えあう共生 

のまちづくり 

●障がいについての認識や理解を深めるために、教育や

講座の開催等を行うことで、互いに人格と個性を尊重

し合えるまちを目指します。 

●成年後見制度の周知・啓発を図り、制度の利用促進に

向けた取り組みの実施に努めます。 

①障がいを理由とする差別

の解消 

②交流・ふれあい活動の推進 

③権利擁護の推進 

地域生活の  

安心を支える 

仕組みづくり 

●障がいのある方の安定した在宅生活を支援するため、

様々なニーズに対応した日中活動の場、短期入所等の

充実を図ります。 

●保健・医療・福祉関係者の情報共有を図り、医療ニー

ズに対応できる体制の確保等に努めます。 

①生活全般にかかる支援の 

充実 

②保健・医療の充実等 

障がいや疾病等

で支援が必要な

子どもに対する

福祉と教育の 

充実 

●保健・医療・福祉・教育が連携した取り組みを推進し、

障がい児と保護者へのケアを充実させ、ライフステー

ジを通じた支援の仕組みづくりを推進します。 

●インクルーシブ教育や福祉学習等を推進し、「こころの

バリアフリー」による相互理解の促進を図ります。 

①療育・保育・教育における 

支援体制の充実 

②学校教育の充実 

一人ひとりが 

輝くこころ豊か

な暮らしづくり 

●紹介・相談体制の充実を図ることや、就業体験、訓練

の機会を創出し、就労へのスムーズな移行を促進しま

す。また、企業とのマッチングや仕事の創出による働

く場の充実を図ります。 

●「障害者文化芸術推進法」に基づき、生涯学習やスポ

ーツ等を推進することで、障がいのある方の余暇活動

の充実を図ります。 

①総合的な就労支援 

②障がい特性に応じた就労

支援及び多様な就業の 

機会の確保 

③生涯学習、文化芸術活動、 

スポーツ等の振興 

安全・安心な 

環境づくり 

●災害時の適切な避難支援や安否確認を行い、防災意識

の向上を図ります。 

●新設する施設はユニバーサルデザインに基づいた整備

を行います。また、公共施設だけでなく民間施設に対

してもバリアフリー化の取り組みを促進します。 

①生活環境の整備と充実 

②防災や防犯等、安全・安心

の取り組み 

相談体制・  

情報提供の  

仕組みづくり 

●各種相談窓口の連携を図ることで相談窓口機能の強化

を図り、悩みを抱える方を取り残さない体制の整備を

進めます。 

●重層的支援体制整備事業を進めると共に、「基幹相談支

援センター」の機能の強化を図ります。 

①相談体制の充実 

②情報の利用しやすさ（情報 

アクセシビリティ）の向上 

行政サービス等

における配慮の

推進 

●県障害者支援センター等が開催する専門研修等への参

加等、障がいのある方への配慮について学び、理解を

促進します。 

●広報紙やホームページ、チラシ等の活用をはじめ、ガ

イドブックの配付等を通じて情報提供体制の充実を図

ります。 

①行政機関等における配慮 

及び障がい者理解の促進 
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鳥羽市障がい福祉計画（第７期）～令和８年度の数値目標～ 
 

福祉施設入所者の地域生活移行者数（国の指針） 
令和４年度末 

施設入所者数 
目標値 

地域移行者数 
令和４年度末施設入所者の６％以上を 

地域生活に移行 
38 人 

１人 

施設入所者の削減 
令和４年度末施設入所者から５％以上を 

削減 
２人 

 
福祉施設利用者の一般就労移行者数（国の指針） 令和３年度末 目標値 

福祉施設から一般就労への移行者数 
就労移行支援事業等を通じて、一般就労に 

移行する方を令和３年度末の 1.28倍以上 
０人 ２人 

 
就労移行支援事業における、 

一般就労への移行者数 

就労移行支援事業を通じて、一般就労に 

移行する方を令和３年度末の 1.31倍以上 
０人 １人 

 
就労継続支援Ａ型事業における、 

一般就労への移行者数 

就労継続支援Ａ型事業を通じて、一般就労 

に移行する方を令和３年度末の 1.29倍以上 
０人 １人 

 
就労継続支援Ｂ型事業における、 

一般就労への移行者数 

就労継続支援Ｂ型事業を通じて、一般就労 

に移行する方を令和３年度末の 1.28倍以上 
０人 ０人 

 

地域生活支援拠点等の整備（国の指針） 目標 

各市町村または各圏域に１つ以上、 

地域生活支援拠点等を整備する 

障がいのある方の地域生活を支援する機能を地域における複

数の機関が分担して担う体制づくりに向け、拠点となる１つ

を整備する 

地域生活支援拠点等の運用状況を検証及び検討する 年１回以上運用状況を検証及び検討する 

強度行動障がいへの支援体制の整備を進める 強度行動障がいに対する支援体制の整備を進める 
 
相談支援体制の充実・強化等（国の指針） 目標 

各市町村または圏域において、総合的な、地域の相談支

援体制の充実・強化および基幹相談支援センターを設

置する。また、地域サービス基盤の開発・改善を行う 

関係機関と連携し、地域の実情を踏まえながら、総合的・専門

的な相談支援を実施することにより、地域の相談支援体制の

充実・強化に向けた体制の確保を行う 
 
障がい福祉サービス等の質の向上（国の指針） 目標 

障がい福祉サービス等の質を向上させるための取り

組み体制を構築する 

障がい福祉サービス等の研修等を活用するなど、質の向上に

向けた取り組み体制を構築する 

 
 

鳥羽市障がい児福祉計画（第３期）～令和８年度の数値目標～ 
 

障がい児支援の提供体制の整備等（国の指針） 目標 

各市町村または圏域において、児童発達支援センタ

ーを１か所以上設置する 

近隣市町の児童発達支援センターに本市も参画することによ

り、質の高い療育支援の体制強化を図る 

障がい児のインクルージョン推進体制の構築とし

て、各市町村において、保育所等訪問支援を利用でき

る体制を構築する 

保育所等訪問支援の実施について、市の子育て推進室で実施

している巡回訪問で対応する 

各市町村または圏域において、主に重症心身障がい

児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイ

サービス事業所を１か所以上確保する 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の設置に努

める 

 
 

鳥羽市障がい者福祉計画・障がい福祉計画（第７期）・障がい児福祉計画（第３期）【概要版】 
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